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本研究は，近年，実施が増えてきている中学生を対象としたスケアード・ストレイト的自転車交通安全

教室に着目し，講話や自転車乗車講習のような従来の自転車安全教室と比べて，教室実施前と実施後で参

加者の安全意識の変化を分析した．具体的には，上述の2種類の自転車交通安全教室を別々の中学校にて

実施し，安全教室の実施前，実施直後，実施1ヶ月後において，法令理解，危険認知(危険察知，回避行動，

実践意志，危険回避)についてアンケート調査を行い，調査結果を安全教室の実施の違いにより比較する

ものである．その結果，今回の調査では，スケアード・ストレイトの有無による顕著な違いは見られない

ものの，危険回避度についてはやや影響があることを分析した． 
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1. はじめに 
 
近年，交通事故全体に占める自転車交通事故は2

割前後を推移しており1)，その中でも特に中高生の

自転車事故の多さが問題となっている．自転車側が

被害者になる事故だけでなく，加害者になる事故も

自転車側のルール・マナー違反により発生しており，

対策が必要となっている．現状では，小中学生を中

心に交通安全教室が行われていることから，自転車

を利用する大半の人は自転車運転時のルール・マナ

ーを認知していると考えられる．このような状況に

も関わらずルール・マナー違反が蔓延していること

の一因として，内容のマンネリ化による効果の頭打

ちや，現状の交通安全教室では実際にルール・マナ

ーを守らないと，どのような結果になるのか十分に

理解させることができていないことが考えられる2)．  
以上のような状況を受け，近年はスケアード・ス

トレイト（以下，SS）を用いた自転車交通安全教

室が全国的に普及している．SSによる自転車交通

安全教室は，実際の事故現場をスタントマンが再現

して受講生に見せたり，危険な自転車乗車を体験さ

せたり，自転車事故の原因を受講生同士で討議して

探ってみたりして，受講生自身が自転車乗車の危険

性や交通ルール・マナーの必要性に気付き，交通ル

ール等の遵守に結びつけようとの取り組みである．

しかしながら，新規導入や継続的実施を検討する際

には，受講生の安全意識の向上に代表される教育効

果があるかどうかの疑問が少なからず指摘されるの

が実情である． 
本研究は，高知市内の公立中学校を対象に，法令

理解と危険察知に関する2種類のアンケートを，SS
を用いた自転車交通安全教室（以下，SSあり）と

従来の自転車交通安全教室（以下，SSなし）を対

象として，事前と事後（実施直後と実施1ヶ月後）

の計3回行い，その結果を比較することにより，法

令理解と危険察知の変化を把握することを目的とす

る． 
 
 
2. 既存研究の整理 
 
交通安全教育の効果検証に関する論文は，国内外

問わずにいくつか存在する．Rothengatter3)は，1970
年代の交通安全教育について，想定する状況，教育

方法，教育に用いる資料やメディアの観点から様々

な事例を整理し，特に，実際の道路を想定した交通

安全教育が最も効果的であり，教室での交通安全教

育では，そこで用いる資料等の内容が重要であるこ

とを述べている．また，プログラムの一般化のため

に交通安全教室の評価の必要性も指摘している．
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Stuttsら4)は，小学生を対象とした自転車講習会プロ

グラムの効果を評価している．具体的には，全7回
(1～3回目；教室での講義，4～6回目；コースでの

実技，7回目；評価とまとめ)からなる講習プログラ

ムを実施した学校と実施しなかった学校とでアンケ

ート調査を実施し，講習プログラムを実施した方が，

自転車乗車中に事故に遭うリスクや怪我をするリス

クが減少傾向になることを確認している．Carlinら
5)は，メルボルンを対象に，自転車乗車中に怪我を

し，救急病院に運搬された小児を対象としたランダ

ムサンプリングによる電話調査とケースコントロー

ル分析を行い，交通安全教育が，事故の軽減には直

接的に繋がらないと同時に，教育を受けたことによ

り自信過剰になると共に注意が不十分になる可能性

も示唆している．Hooshmandら6)は，座学形式によ

る自転車安全教室の一つであるマイアミ大学自転車

安全プログラムについて，受講前後に受講者に対し

てアンケート調査を実施し，全ての調査項目につい

て事前と事後で有意な差が見られることを分析した．

新井7)は，わが国の交通安全教育が高水準であるの

にも関わらず交通事故による犠牲者が発生している

ことを問題視し，交通安全教育の体系化，カウンセ

リング導入の必要性，交通安全教育の効果の評価に

ついて，その重要性を指摘している．金井ら8)は，

群馬県の日頃から自転車をよく利用する高校生を対

象にアンケート調査を実施し，自転車による交通事

故経験の現状把握に加え，自転車安全教育経験の認

知度，自転車走行中の危険行為に対する危険認知度

及びその行動頻度との関係を確認し，自転車交通安

全教育の効果が出ている行為とそうでない行為等を

整理している．その結果，特に上級学校においても，

講話のみでなく実技指導や人形を用いた事故の再現

などの記憶に残りやすい安全教育が重要であるとし

ている．さらに金井ら9)は，同じく群馬県における

高校生を対象として，それまで行われてきた自転車

の交通安全教育の記憶がどの程度残っているのかを

明らかにし，その記憶の違いが自転車走行中の危険

行為に対する危険認知度とその行動頻度にどのよう

な影響を与えているのかを分析している． 
更に，各個別の交通安全教室による受講前後の安

全意識の向上を計測する以外にも，同じ交通安全教

室を受講した複数の集団を比較することにより，交

通安全教室の実施が安全意識にどのように影響する

のかをマクロ的に捉えた論文も存在している

(Feenstraら)10)．また，複数の交通安全教育を比較し，

教育効果を検証する試みとして中村ら11)は，小学校

の自転車交通安全教育を対象に，ワークショップ形

式，ビデオ形式，環境ゲーム形式の3種類の教材に

より，教材ごとのクラス別に自転車交通安全教育を

実施し，「事前」，「事後」，「1ヶ月後」の自転

車交通安全に対する意識についてのアンケート調査

結果をt検定により評価している．その中で，どの

教材に関しても，1ヶ月後には交通安全に対する意

識が授業直前の意識に戻ることが指摘されたものの，

当日の参加の態度等から，ビデオとワークショップ

を組み合わせることによる相乗効果を期待できるこ

とを明らかにしている．Twiskら12)は，5つの交通安

全教育プログラム(危険運転体験型，クイズ・ビデ

オ・体験型，講話，負傷者や障害者の方による体験

談，被害者支援の立場からの講話)に着目し，アン

ケート調査にてそれらの効果を計測している．その

結果，それぞれの教室による安全意識の向上は高く

はならないものの，危険運転体験型，講話，被害者

支援の立場からの講話が比較的安全意識の向上が見

られたことを確認している．以上のように，自転車

の安全教室の教育効果としては，事例により異なる

結果が得られるものの，あまり安全意識や行動に影

響が出ない例もあるのも事実である． 
そこで，わが国における自転車交通安全教育に対

する課題を把握する研究として，長井ら13)は，2004
年に交通安全教室を実施した千葉県内の全小学校を

対象にその実態を調査し，特に11校を対象として実

際の交通安全教室を見学するとともに，関係者への

ヒアリング調査を実施し，多くの小学校は文部科学

省の「小学校安全教育指導の手引」を参考にしてい

るものの，具体的な内容は学校により大きく異なる

ことを明らかにした．同様の調査として小竹ら14)も，

兵庫県下の公立小学校(10校)児童保護者，中学(11
校)，高校(10校)生徒と教職員(小9校，中10校，高29
校)対象にアンケートを実施し，特に中・高校で教

育不足で，交通安全に対する関心や法規の理解度が

低いため，教育の継続性の担保が重要であり，また

教員への講習と教材の充実が課題であること等を明

らかにしている．そこで，より交通事故発生の実態

を受講者に伝えやすい方法として筆者らが着目して

いるのが，近年，その実施が各都道府県で増えてき

ているスケアードストレイト的自転車交通安全教室

(以下，SS)であり，中村ら11)の研究事例と同様に1
ヶ月程度の受講者の安全意識の向上とその維持を確

認している2)．しかしながら，筆者らの調査では，

SS実施の有無による交通安全意識の変化を分析し

ておらず，必ずしも，SSの実施が，他の手法と比

べて有意であるかどうかは分析がなされていないの

が実情である．よって，本稿では，SSありとSSな
しに対して同じアンケート調査を，交通安全教室の

実施直前，直後に加え，1ヶ月後に実施し，法令理

解と危険察知の変化を把握する． 
 
 
3.  交通安全教室受講者の安全意識計測調査 
 
 (1) SS的自転車交通安全教室 

スケアード・ストレイトとは「恐怖を直視させ

る」という意味で，それを用いた教育方法とは，教

育を受ける者に「恐れ」を与え，危険に対する潜在

的意識を残す教育手法のことである．この教育を受

けることにより，受講者が怖い体験を通じて，どう

すれば怖い思いをしなくて済むかを検討することが

できる．すなわち，この学習を通じて，体験型学習

と問題解決型学習を同時に行うことができることか
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ら，その学習効果は大いに期待される．SS手法の

起源は，1975年のアメリカにおいて，補導された少

年・将来非行しそうな少年に対し，刑務所を見学さ

せるツアーであるとされる．このツアーでの恐怖と

は，刑務所の絶望的な生活であり，その生活の悲惨

さを体験させることにより，少年たちの非行・犯罪

を抑止させることを狙いとしていた15)．  
近年，スケアード・ストレイトの考え方が自転車

の交通安全教室にも取り入られ，自転車を通学で利

用する中学生や高校生を対象として，様々な都道府

県にて実施されている．SS的自転車交通安全教室

の具体的な内容は，スタントマンによる事故の再現

を見学させたり，自転車の危険な乗り方を体験させ

たり，事故を起こした際に背負う刑事的責任・民事

的責任・社会的責任について紹介したり，交通事故

被害者遺族の講演等により，自転車を適切に乗車し 
 

 
写真-1 SS(内輪差巻き込み事故)再現の様子 

 

 
写真-2  SS(傘さし運転時の事故)再現の様子 

 

 
写真-3  SS(出合頭事故)再現の様子 

ない場合に潜む危険に対して「恐れ」を持たせ，危

険回避するにはどうすればよいかを受講者自ら気付

いてもらう内容が主であり，これにより，無茶な運

転を抑止させることを狙いとされている(写真-1～3
参照)． 
 

(2) 調査の対象 

交通安全教室は，高知市内にある市立の中学校で

あり，全校生徒を対象にSSによる交通安全教室を

実施したA中学校，3年のあるクラスの生徒を対象

に従来の交通安全教室を開催したB中学校である．

交通安全教室の詳細を表-1に示す． 
 

(3) SS的交通安全教室(SSあり)の概要 

平成26年12月17日にA中学校でSSを用いた交通安

全教室を実施した．内容は，「警察官によるマナー

確認」，「スタントマンチームによる交通安全教

室」(写真1～3参照)，「警察官による事故遺族の手

紙朗読」の流れで行った．スタントマンチームによ

る交通安全教室は，自転車同士や自動車と自転車の

衝突実演，自転車ルール違反により発生し得る交通

事故の再現，左折車による自転車の巻き込み事故の

再現，自動車運転者の死角内に自転車が存在するこ

とによる交通事故の再現，出合頭事故の再現であっ

た．当日のスケジュールを表-2に示す． 
 
(4) 従来型交通安全教室(SSなし)の概要 

平成26年12月18日にB中学校で従来の交通安全教

室を実施した．内容は，警察署が実施している自転

車交通安全教室で多く実施している内容で構成され

るよう留意し，「警察官による講話」，「警察官に

よる自転車の実技指導」の構成で実施した．当日の

スケジュールを表-3に，写真-4と5に当日の様子を

示す． 
 

表-1 交通安全教育実施概要 
中学校名 A中学校 B中学校 

実施日 平成26年12月17日 平成26年12月18日 

教育内容 SSあり SSなし 

受講対象 全校生徒(288人) 3年1組(30人) 

 

表-2 SS的自転車交通安全教室の内容 

SSあり教育の流れ 

警察官による自転車乗車マナー確認 

・走行位置，運転時のルール確認等 

スケアードストレイトによる交通事故再現 

・自転車同士，自動車と自転車の衝突事故 

・ルール確認①(携帯電話・ヘッドホン着用) 

・左折巻き込み事故 

・ルール確認②(二人乗り・傘さし運転) 

・ルール確認③(法律改正による走行位置) 

・死角の存在による事故 

・出合頭事故 

事故遺族の手紙朗読 

・交通事故で息子を亡くした母親の手紙 
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表-3 従来型自転車交通安全教室の内容 

SSなし教育の流れ 

警察官による教室での講話 

・高知県の事故状況 

・事故を起こすことにより生ずる責任 

・交通ルールの確認 

・交通事故の事例紹介 

・自転車運転中に気を付けること 

運動場での実技指導 

・発進時の前後安全確認 

・方向転換時の前後安全確認 

・一時停止 

・見通しの悪い交差点での安全確認 

・駐車車両の追越し時の安全確認 

 

 
写真-4 警察官による講話の様子 

 

 
写真-5 運動場での実技指導の様子 

 

表-4 アンケート調査の内容 
設問

回答方法

個人属性

法令理解

特徴

路地で、路上駐車しているトラックを
後方から追い越す場面

バスが左折する際に巻き込
まれる（１）

Ｔ字路入口で一時停止しな
いと左右から交差点へ侵入
する車両等と衝突する（３）
ドア，対向車両，追い越し車
両，及びトラックに隠れてい
る車両等に注意する（４）

危険が１つで
比較的簡単

危険が複数ある

危険が複数あり
見えないものもある

学年、性別、通学方法、利用頻度、事故経験の有無など計１４項目

自転車の法律上の扱い、走行位置、など計６項目

個人属性・法令理解・危険認知の３項目

危険認知 問題１

問題２

問題の写真の説明 隠れている危険（個数）
交差点において、左折指示器を点滅
させ信号待ちをしているバスの真横
で信号待ちをしている場面
Ｔ字路の交差点へ侵入する際、左右
から自動車・自転車・歩行者が侵入
しようとしている場面

問題３

個人属性、法令理解については選択回答
危険察知は記述回答

・写真を見せ潜んでいる危険を発見させるもの計３パターン
・それぞれ危険箇所の発見、危険の回避行動 、実践意志を問う
・実践意志は「常に実践できる」「だいたい実践できる」「あまり実践できない」「実践できない」の
４段階で回答する

 
 

表-5 アンケート調査の回答数 

 A中学全校

(ssあり) 
A中学3年 
(ssあり) 

B中3年 
(ssなし) 

教室実施前 287 106 33
教室実施直

後 
288

107 30

教室実施 

1ヶ月後 
273 97 

30

 
 
(4) アンケート調査の概要 

SSを用いた交通安全教室と，従来の交通安全教

室との教育効果について比較するために，交通安全

教室実施前，実施直後および実施1ヶ月後にアンケ

ートを実施し，集計ならびに比較分析を行った． 
アンケート調査は，交通安全教室実施の有無およ

び，SS実施の有無による効果を比較するため，全

て同じものを使用した．アンケート内容については，

個人属性，法令理解，危険察知の3種類に大別され，  
その内容の詳細を表-4に示す． 
調査方法は，担任教諭に実施を依頼し，各クラス

に回答してもらう方法で実施した．対象者について

は，それぞれの交通安全教室を受けたA中学校の全

校生徒およびB中学校の3年1クラスの生徒である．

得られた回答数を表-5に示す．なお，B中学校では

3年の1クラスのみのアンケート調査となったことか

ら，B中学校とのサンプルの整合性を図るため，A
中学校のサンプルは3年生の回答を利用して分析を

進める． 
 
 
4. SSの有無による安全意識調査の比較分析 
 
(1) 自転車の利用状況に関する集計結果 

ここでは，アンケート調査結果の内，自転車利用

等に関する基本的な事項(自転車利用頻度，夜間自

転車利用頻度，通学以外の自転車利用目的，交通安

全教室受講の有無とその時期)に関して集計した結

果を示す． 
(a) 自転車利用頻度：図-2には，A中学校(SSあり)

に通う生徒の自転車利用頻度を，図-3には，B中学

校(SSなし)に通う生徒の自転車利用頻度を示す．両

中学校の大半の生徒の自転車利用頻度が高く，自転

車は生徒の足となっていることが明らかとなった． 
(b) 夜間自転車利用頻度：図-4には，A中学校(SS

あり)に通う生徒の夜間における自転車利用頻度を，

図-5には，B中学校(SSなし)に通う生徒の夜間にお

ける自転車利用頻度を示す．なおここでの夜間とは

18時～午前5時までを指す．両図より，A中学校の

生徒の約半数が，夜間にも週5回以上自転車を利用

するのに対し，B中学校の半数以上の生徒が，夜間

に自転車を利用する回数は週2回以下だあることが

明らかとなった．  
(c) 通学以外の自転車利用目的：図-6には，A中学

校(SSあり)に通う生徒の通学以外の自転車利用目的 
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図-2 生徒の自転車利用頻度(A中学校(SSあり)) 
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図-3 生徒の自転車利用頻度(B中学校(SSなし)) 
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図-4 生徒の夜間自転車利用頻度(A中学校(SSあり)) 
 
を，図-7には，B中学校(SSなし)に通う生徒の通学

以外の自転車利用目的を示す．図より，両中学校と

もに，自転車を利用する目的は，「習い事」「買い

物」「遊び」の3つの目的が大半を占めている． 
(d) 交通安全教室受講の有無：図-8には，A中学校

(SSあり)に通う生徒の交通安全教室受講経験を，図

-9には，B中学校(SSなし)に通う生徒の交通安全教

室受講経験を示す．図より，A中学校の約75%の生

徒が交通安全教室の受講経験があり，B中学校の生

徒も半数以上の61%の生徒が交通安全教室の受講経

験があることが明らかとなった．なお，A中学校 
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図-5 生徒の夜間自転車利用頻度(B中学校(SSなし)) 
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図-6 通学以外の自転車利用目的(A中学校(SSあり)) 
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図-7 通学以外の自転車利用目的(B中学校(SSなし)) 
 

(SSあり)では，生徒会が交通安全に関する記事を

作成し発表しているため，交通安全に対する意識の

度合いは異なる可能性がある． 
 
(2) 法令理解に関する集計結果 

本節では，アンケート調査の内，法令理解に関す

る項目についての集計結果を示す．具体的に本稿目

は，表-5に示す設問に対して生徒の知識を問う設問

であり，本稿では，生徒の各設問に関する得点率を

集計し，その平均点をある生徒の法令理解度とした．

また，得点率について分散分析によりSSの有無，

回答時期による影響を分析した． 
図-10には，SSの有無別アンケート回答時期別の

法令理解度の推移を示している．図より，SSの有

無別に水準が異なるものの，アンケート回答時期の 
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図-8 交通安全教室受講経験(A中学校(SSあり)) 
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図-9 交通安全教室受講経験(B中学校(SSなし)) 

 
表-5 法令理解度に関する設問と選択肢 

問題番号

6 歩行者 車両

1

2

3

4

5

設問 選択肢

自転車は法律上歩行者か車両か

止まれの標識がある交差点では
どうするのが正しいか

一時停止
しなければならない

一時停止
しなくてよい

交差する道路の道幅が同じ程度で
道路標識もない場合はどちらが優先

左から来る自転車 右から来る自転車

自転車が歩行者を追抜く際には
どうするのが正しいか

徐行して追抜く ベルを鳴らして追抜く 決まりはない

右側 どちらでもよい 左側

自転車は歩道と車道の
どちらを走行するのが正しいか

歩道 どちらでもよい 車道

決まりはない

自転車は右側と左側の
どちらを走行するのが正しいか
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図-10 法令理解度正解率の推移 

 

表-6 法令理解度に関する二元配置分散分析表 
ソース タイプ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

修正モデル 1.161 5 .232 4.668 .000
切片 141.523 1 141.523 2846.122 .000
SS実施の有無 .795 1 .795 15.985 .000
アンケート回答時期 .262 2 .131 2.637 .073
SS実施の有無 *  アンケート回答時期 .004 2 .002 .038 .962
誤差 19.492 392 .050
総和 244.528 398
修正総和 20.653 397  

 
写真-6 危険認知アンケートで用いた写真(設問1) 

 
 

 
写真-7 危険認知アンケートで用いた写真(設問2) 

 
 

 
写真-8 危険認知アンケートで用いた写真(設問3) 
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図-11 危険認知度正解率の推移 
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表-6 危険認知度に関する二元配置分散分析表 
ソース タイプ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

修正モデル 3.425 5 .685 16.205 .000
切片 23.870 1 23.870 564.677 .000
SS実施の有無 3.129 1 3.129 74.013 .000
アンケート回答時期 .300 2 .150 3.553 .030
SS実施の有無 *  アンケート回答時期 .048 2 .024 .564 .569
誤差 16.570 392 .042
総和 70.778 398
修正総和 19.995 397  
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図-12 危険回避度正解率の推移 

 
表-7 危険回避度に関する二元配置分散分析表 

ソース タイプ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

修正モデル 2.863 5 .573 13.253 .000
切片 22.736 1 22.736 526.238 .000
SS実施の有無 2.412 1 2.412 55.823 .000
アンケート回答時期 .232 2 .116 2.690 .069
SS実施の有無 *  アンケート回答時期 .012 2 .006 .139 .870
誤差 16.937 392 .043
総和 66.500 398
修正総和 19.800 397  
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図-13 安全行動実践度正解率の推移 

 
表-8 安全行動実践度に関する二元配置分散分析表 

ソース タイプ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

修正モデル 1.842 5 .368 9.422 .000
切片 19.705 1 19.705 503.906 .000
SS実施の有無 .897 1 .897 22.926 .000
アンケート回答時期 .955 2 .477 12.209 .000
SS実施の有無 *  アンケート回答時期 .145 2 .072 1.851 .158
誤差 15.329 392 .039
総和 53.864 398
修正総和 17.171 397  
 
 
違いによる推移は概ね同じ傾向にあることが分かっ

た．ここで，法令理解度の推移についてSSの有無

とアンケート回答時期を要因とする二元配置分散分

析を用いて差を比較した(表-6参照)．SSの有無別に

はその水準が有意に異なることを示したものの， 
アンケートの回答時期には有意な差があるとは言え

ず，両要因の相互作用も見られないため，SSによ

り差が生じる結果とはならなかった．しかしながら，

両交通安全教育方法ともに増加傾向にあるため，生

徒の法令理解度の向上には一定の効果を生む可能性

が示された．また，1ヶ月継続した後も法令理解度

については顕著な減少は見られないことが分かった． 
(3) 危険認知に関する集計結果 

安全意識に関するアンケート項目は，危険認知度，

危険回避度，安全行動実践度に関する設問を用意し

た．具体的には，写真6～8の3種類の写真をそれぞ

れ設問1～3として見せ，それぞれの写真に潜んでい

る危険(危険認知度)，その危険の回避方法(危険回避

度)，そしてその回避方法を実際にその場面に遭遇

した場合にとれるか(安全行動実践度)を回答しても

らった．回答方式は自由記述とし，それぞれの写真

について，正解であれば1点，どちらとも言えない

場合を0.5点，間違いの場合ならびに無回答の場合

には0点として採点した．本稿では，それぞれの安

全意識に関する3種類の指標の正解率を設問ごとに

合計し，指標ごとに算出される平均値を正解率とし

て分析した．分析結果は，前節と同様に，SSの有

無別，アンケート調査回答時期別に考察する． 
(a) 危険認知度：図-11 には，SS の有無別アンケ

ート回答時期別の危険認知度正解率の推移を示して

いる．SS の有無で基本的な水準に違いがあるもの

の，正解率の推移は概ね一致している．しかしなが

ら，1 ヶ月の回答率に着目すると，SS なしの方が

SS ありに比べて回答率の減少が大きいことが分か

る．そこで，表-6 に示すように二元配置分散分析

の結果を確認すると，アンケート回答時期について

も 5%の有意水準で有意な差が見られた．一方で，

相互作用に関しては有意な差が見られないため，

SS の有無によるアンケート回答時期の違いが回答

率の違いに影響を与えるとは言えない結果となった． 
(b) 危険回避度：図-12 には，危険回避度に関す

る設問の正答率の推移を SS の有無別アンケート回

答時期別に示している．正答率の推移を確認すると， 
SS の有無での一定の差が見られ，その推移も SS の

有無で大きな違いは見られない事を把握した．また，

二元配置分散分析の結果からもアンケート回答時期

に有意な差は見られず，SS ならびに従来の交通安

全教育ともに安全回避度に関しては違いがあるとは

言えない結果となっている(表-7 参照)．SS の有無

により効果を把握する場合，SS は実際の交通事故

を再現することから，衝撃音や人や乗り物が事故時

に実際にどのような挙動を示すかを目で見ている．

よって，安全回避度に関して SS ありの効果を分析

する場合には，紙面による効果計測ではなく，なる

べく普段の自転車乗車中の行動変容や交通事故への

恐怖感等の分析が適切ではないかと考えられる． 
(c)安全行動実践度：図-13 には，安全行動実践度

に関する正答率の推移を前項と同様に示している．

図より正答率の推移を確認すると，SS の有無によ

らず正答率は悪化する傾向であった．しかしながら，

SS なしの方がありよりも大きく悪化していること

が分かった．具体的に図-13 の SS なしの正解率に

着目すると，教室直後は教室直前よりも若干向上し，

教室 1 ヶ月後の正解率は教室直後の約 30%から約

10%程度もの減少が見られた．表-8 よりアンケート
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回答時期の有意な差も認められており，1 ヶ月後の

正答率が他よりも差があると言える．前項の危険回

避度に関してはある程度回答しているものの，それ

に対する安全行動実践度については無回答に近い状

態であったため，交通安全教室の影響に加え，A 中

学校は生徒会を中心に定期的に交通安全に対する活

動を行っていることから両中学校の事前の交通安全

に対する意識の度合いの違いや，アンケート調査の

方法等(3 回とも同じアンケート調査で飽きがきて

いる等)の要因も考えざるを得ない結果となった．

よって，記憶が新しい内に当調査のような形式をと

る場合には問題を変える等の工夫が，全体を通して

必要であろう． 
 
 
5. おわりに 
 
本研究は，中学生の自転車安全教室について，ス

タントマンにより再現される自転車事故を実際に見

ることにより交通事故に対する恐怖感を持たせるこ

とによる教育手法であるスケアード・ストレイト的

自転車交通安全教室と従来の講話と自転車乗車講習

による自転車交通安全教室の安全意識に関するアン

ケート調査を法令理解度，危険認知度，危険回避度，

安全行動実践度に着目して実施し，アンケート調査

回答時(教室直前，直後，1ヶ月後)における変化を

考察した．その結果，SSの有無による顕著な違い

は見られず，1ヶ月後には直前の正答率に戻る傾向

があることを把握した．ただし，危険回避度につい

ては，教室実施直後と1ヶ月後の変化がSSありの方

がSSなしよりもやや正答率が戻る度合が小さいこ

とを把握した．しかしながら，全体的に，1ヶ月後

の正答率が直後に比べて変化しないもしくは悪化し

ていることから，効果を継続させる方法（振り返り

教育など）の実線や安全意識調査の方法に工夫を要

することも課題として挙げられる． 
今後は，SSによる安全意識の変化について，交

通事故に対する恐怖をより正確に把握するための調

査手法の設計が必要がある．また，日頃の自転車乗

車行動をSSや交通安全教室の有無別に比較し，交

通安全教育の効果を計測することが必要である． 
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